
カテゴリー

土地・資源

難民・IDP

１．対象地域における紛争要因/不安定要因の例 

「２.事業の背景と必要性（１）当該国における○○セクター/○○地域の開発の現状・課題及び本事業の位置付け」にて
記載する、紛争要因/不安定要因の例（実際のケースに沿って、適切なものを抽出。PNAが有れば活用。）

２．「横断的事項」記載の確認項目選定

紛争要因/不安定要因（例）

複雑化した土地・資源をめぐる対立

経済的格差

経済・社会状況

国内/域内のガバナンス

治安

「３.事業概要（６）横断的事項において、紛争影響国における案件向けの確認項目を挙げる際、以下の表を見て検討。

PNAが実施されていない場合も手持ちの情報からこの表を埋め、平和構築・復興支援室に協議

※以下の2項目は、案件実施が現地の不安定要因及ぼす影響ではなく、案件側が蒙る影響にかかる確認項目。必要に応じ
「横断的事項」に挙げる。

小型武器の拡散

和平合意の締結、武装解除式典の実施という和平プロセスの
進展がある中で、平和の定着を後押しするために、地域住民
への平和の配当を行う意義は高い。
（→このような場合はできるだけ２.（１）で記載。必ずし
も「横断的事項」には残さなくても良い。）

C/Pは複数の既往ODA実施実績もあり特段問題なし。ただし、
実施体制の変更があり得るため、動向を注視する必要があ
る。一方で、運営維持機関と地域住民との関係性については
協力準備調査にて確認する。
（→このような場合は、「横断的事項」で確認項目としてお
く。）

既存施設の補修・維持管理へ貢献する機材であり、不安定要
因を助長する可能性はない。むしろ紛争影響地域の生活改善
に貢献することから、治安改善等への貢献可能性が考えられ
る。
（→このような場合はできるだけ2.（１）で記載。必ずしも
「横断的事項」には残さなくても良い。何らか不安定要因助
長の懸念がある場合は「横断的事項」に残し、調査にて確認
することとする。）

低い教育・保健指標と地域間/域内格差

民族・宗教間対立

現地状況と確認要否の検討（例）

公共サービス提供が遅れている島嶼部も対象とすることで、
政府と地方自治体や地域住民との間の信頼関係構築へ貢献す
る可能性が高い。本案件は幅広く裨益する事業であり、C/P
が地域住民に対して公平にサービスを提供するマンデートで
あることは設置根拠となる法律で規定されている。ただし地
元政治家等とつながりがある可能性もあり、地域住民・裨益
者との関係性については協力準備調査にて確認する。
（→このような場合は、「横断的事項」で確認項目としてお
く。）

地下経済

政府の機能不全

法の支配の欠如

帰還していない大多数の難民・IDPの存在

武装勢力の存在

確認項目

タイミングの妥当性
平和構築の段階や政局・治安情勢及びその流動性との関係
で、そのタイミングで事業を開始するのは妥当か？
※平和構築の観点から「今実施する」ことそのものが重要
な意味を持つ場合などは、「２.事業の背景と必要性
（１）」において、期待しうる効果として記載。

実施体制、C/Pの妥当性

当該機関をC/Pや協力・実施機関とすることにより、政治・
社会的ネガティブなインパクトはないか？不安定要因を助
長するリスクはないか？

事業内容の妥当性
事業を実施することによって、不安定要因を助長する可能
性はないか？不安定要因を縮小する可能性はあるか？

裨益対象地域・受益者の妥当性
当該地域・受益グループを選定することによって、不安定
要因を助長するリスクはないか？不安定要因の縮小に貢献
する可能性はあるか？

別添５（１）：無償資金協力案件の案件計画調書作成時の確認事項の例(PNAチェックリスト）

法的・実質的土地所有権の状況

人口の流動性
対象地域から多数の難民・IDPが流出している場合、帰還の
動向・見込み

本件は機材供与案件のため、土地取得は生じない。
（→施設・工事案件等では通常、確認が必要である。）

一時的に域内避難民は増加したものの、掃討作戦の終了に従い帰還
は進んでいる。協力準備調査にて人口の流動性について確認する。
（→このような場合は、「横断的事項」で確認項目としておく。）



本事業への影響
最も見込みの高いシナリ
オ：
楽観的シナリオ：
悲観的シナリオ：

３．外部条件・前提条件が変わるリスク
※以下は、外部条件・前提条件が変わるリスクが高いと想定される地域での実施案件における確認

シナリオ

資機材の輸送
通常の留意点に加え、安全上ルートが確保できるか。

地雷・不発弾
地雷・不発弾汚染のある地域ではないか、確認・除去を確
実に行うために必要な措置はなにか。

協力準備調査にて、より安全なルートを確認する。

（地雷・不発弾被害の報告がある国/地域で実施する施設・工事案件
では）これらの除去あるいは除去確認が（実質的に）先方負担にて
可能か、困難な場合はどこの機関へ委託可能か、確認する。


